
◎私立学校法の一部を改正する法律 
（令和五年五月八日法律第二一号）   

一、 提案理由（令和五年三月一〇日・衆議院文部科学委員会） 

○永岡国務大臣 この度、政府から提出いたしました私立学校法の一部を改正する法律

案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 私立学校に在学する学生生徒等の割合は、大学、短大で約七割、高等学校で約三割、

幼稚園で約九割を占めており、それぞれの建学の精神に基づいて、個性豊かな教育活動

が展開されております。質及び量の両面から我が国の公教育を支える私立学校が、社会

の一層の信頼を得て、今後も持続可能な発展を遂げるためには、社会の要請に応えつつ、

学校法人自らが主体性を持って実効性のあるガバナンス改革に取り組んでいくことが必

要です。 

 この法律案は、このような観点から、執行と監視、監督の役割を明確化し、分離する

ことを基本的な考え方として、理事、理事会、監事及び評議員、評議員会の権限分配を

改めて整理し、私立学校の特性等に配慮した上で、各機関の建設的な協働と相互牽制を

確立し、学校法人の管理運営の制度の改善を図るものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、役員等の資格、選解任の手続等や、各機関の職務及び運営等の管理運営制度

の見直しを図ることとしております。具体的には、理事の選任は理事選任機関が行うこ

ととし、選任に当たって、理事選任機関はあらかじめ評議員会の意見を聞かなければな

らないこととするほか、監事の選解任は評議員会の決議によって行うこととし、役員と

親族関係にあるなど、特別な利害関係を有する者の就任を禁止することとしております。

加えて、評議員と理事との兼職を禁止することとし、理事や理事会により選任される評

議員や、役員等と特別な利害関係を有する評議員及び教職員である評議員の評議員総数

に占める割合に一定の上限を設けることとしております。 

 第二に、学校法人における意思決定の在り方について見直しを図ることとし、大学等

を設置する大臣所轄学校法人等においては、任意解散や合併といった学校法人の基礎的

変更に係る事項等について、理事会の決定に加え、評議員会の決議を要することとして

おります。 

 第三に、会計、情報公開、訴訟等に関する規定を整備するほか、役員等による特別背

任、贈収賄、目的外の投機取引等についての罰則を整備することとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院文部科学委員長報告（令和五年三月二四日） 

○宮内秀樹君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、我が国の公教育を支える私立学校が、社会の信頼を得て一層発展していくた

め、社会の要請に応え得る、実効性のあるガバナンス改革を推進するための措置を講ず

るものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、学校法人の役員等の選解任の手続等に関する規定を定めるとともに、理事選

任機関を必置機関とし、理事と評議員の兼職禁止、役員等については、その近親者等の

就任制限を強化する等の措置を講ずること、 

 第二に、学校法人の意思決定の在り方を見直し、大臣所轄学校法人等においては、重

要な寄附行為の変更等は、理事会の決定に加え、評議員会の決議を必要とすること、 

 第三に、役員等による特別背任、贈収賄等についての刑事罰を整備すること 

などであります。 

 本案は、去る三月九日本委員会に付託され、翌十日永岡文部科学大臣から趣旨の説明

を聴取しました。次いで、十五日に質疑に入り、十七日には参考人から意見を聴取し、

二十二日質疑を終局いたしました。質疑終局後、採決の結果、本案は全会一致をもって

原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年三月二二日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 本法による学校法人のガバナンス改革に当たっては、私立学校の建学の精神を侵す

ことのないよう留意すること。また、大学を設置する学校法人においては、憲法で保

障されている学問の自由及び大学の自治の理念を踏まえ、私立大学の自主性・公共性

を担保する観点から、その設置する大学の教育・研究に不当に干渉することがないよ

う、特段の留意を払うこと。 

二 理事会の業務執行に対する評議員会の監視・監督機能の強化を促進するため、あら

かじめ評議員会の意見の聴取を要する事項について、必要に応じて意見の聴取に代え

て決議を要することもできる旨を各学校法人に周知するなど、評議員会の権限強化策

を推進すること。 

三 学校法人の理事の選任は評議員会の監視・監督機能を定期的に発揮させる重要な手

段であることを踏まえ、各学校法人の理事選任機関に評議員を含めるなどの工夫によ

り、理事会からの中立性を確保するよう周知を図ること。 

四 理事長等特定の者への権限の集中が一部の私立大学等における不祥事の背景となっ

ている状況を踏まえ、評議員会の監視・監督機能が実質的かつ健全に機能するよう、

理事又は理事会が選任する評議員数の上限については、必ずしも当該割合まで求める

ものではないことを各学校法人に周知するとともに、上限の在り方について検討する

こと。 



五 学校法人のガバナンス強化には、理事会及び評議員会の活性化が重要であることを

踏まえ、各学校法人において理事会及び評議員会を理事及び評議員の出席のもと定期

的に開催するなどの工夫により、積極的に意見交換するよう周知すること。 

六 私立大学等のガバナンス不全を防止するため、文部科学大臣所轄学校法人等におい

ては、理事長職について、責任に見合った勤務形態を取らせるため、任期や再任回数

に上限を設けるための措置など理事長職の在り方について検討すること。 

七 監事と会計監査人の連携や監査重点事項の策定などにより監事及び会計監査人によ

る監査機能の実効性を確保するよう各学校法人に周知するとともに、会計監査人はそ

の独立性を害するような監査証明業務と非監査証明業務の同時提供はできない旨の周

知を図ること。 

八 本法による学校法人のガバナンス改革の実施に当たっては、その対象となる学校法

人は、都市部の大学等を設置する大規模なものから地方の幼稚園のみを設置する小規

模なものまで様々であることから、特に小規模な学校法人に対しては、寄附行為・内

規の変更や評議員の候補者探しなどの負担、地域間格差の拡大等に配慮し、設置する

学校種及び規模等を踏まえた運用面での負担の軽減措置を講じること。 

九 本法は大学を設置する大臣所轄学校法人を中心に制度設計が行われているが、多く

の学校法人の所轄庁は都道府県知事であることから、都道府県に対して丁寧な説明や

調整が行われるよう努めること。 

十 私立学校法の対象外である株式会社により設置される学校においても、最大の利害

関係者が学生等であることを踏まえ、設置主体の株式会社のガバナンス不全が学生等

に不利益を与えないよう、設置者に対する指導助言の充実に努めること。 

十一 学校法人の役員及び評議員の選任に当たっては、男女共同参画の観点から、女性

の登用について配慮を求める旨を、各学校法人に対し周知すること。 

三、参議院文教科学委員長報告（令和五年四月二六日） 

○高橋克法君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、私立学校の健全な発達に資するため、理事、理事会、監事、評議員、評

議員会及び会計監査人の職務その他の学校法人の機関に関し必要な事項について定める

とともに、予算、会計その他の学校法人の管理運営に関する規定の整備等を行おうとす

るものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、私立学校の建学の精神

と法改正との関係、評議員会の構成の在り方、理事会と評議員会の相互牽制等について

質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月二五日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、本法による学校法人のガバナンス改革に当たっては、私立学校の建学の精神を侵す

ことのないよう留意すること。また、大学を設置する学校法人においては、憲法で保

障されている学問の自由及び大学の自治の理念を踏まえ、私立大学の自主性・公共性

を担保する観点から、その設置する大学の教育・研究に不当に干渉することがないよ

う、特段の留意を払うこと。 

二、理事会の業務執行に対する評議員会の監視・監督機能の強化を促進するため、あら

かじめ評議員会の意見の聴取を要する事項について、必要に応じて意見の聴取に代え

て決議を要することもできる旨を各学校法人に周知するなど、評議員会の権限強化策

を推進すること。 

三、学校法人の理事の選任は評議員会の監視・監督機能を定期的に発揮させる重要な手

段であることを踏まえ、各学校法人の理事選任機関に評議員を含めるなどの工夫によ

り、理事会からの中立性を確保するよう周知を図ること。 

四、理事長等特定の者への権限の集中が一部の私立大学等における不祥事の背景となっ

ている状況を踏まえ、評議員会の監視・監督機能が実質的かつ健全に機能するよう、

理事又は理事会が選任する評議員数の上限については、必ずしも当該割合まで求める

ものではないことを各学校法人に周知するとともに、上限の在り方について検討する

こと。 

五、評議員の選任に際し、多様な主体が評議員会に参画することの重要性に鑑み、各学

校法人の規模や特性に応じて、教職員、卒業生、保護者、地域住民、有識者などバラ

ンスの取れた多様な構成とすることが望ましい旨を、各学校法人に対し周知すること。 

六、学校法人のガバナンス強化には、理事会及び評議員会の活性化が重要であることを

踏まえ、各学校法人において理事会及び評議員会を理事及び評議員の出席のもと定期

的に開催するなどの工夫により、積極的に意見交換するよう周知すること。 

七、私立大学等のガバナンス不全を防止するため、文部科学大臣所轄学校法人等におい

ては、理事長職について、責任に見合った勤務形態を取らせるため、任期や再任回数

に上限を設けるための措置など理事長職の在り方について検討すること。 

八、監事と会計監査人の連携や監査重点事項の策定などにより監事及び会計監査人によ

る監査機能の実効性を確保するよう各学校法人に周知するとともに、会計監査人はそ

の独立性を害するような監査証明業務と非監査証明業務の同時提供はできない旨の周

知を図ること。 

九、本法により学校法人の役員及び評議員の権限や責任に変化が生じることを踏まえ、

役員及び評議員が期待される役割を適切に果たすことができるよう、研修の機会の確



保に努めること。また、新たに選任される理事・評議員が学校法人の適正な運営に当

たり必要とされる識見を習得できるようにするための取組に努めるとともに、本法に

より外部の理事・評議員の増加が見込まれることから、これらの者への必要な情報提

供を図るよう、各学校法人に対し周知すること。 

十、本法による学校法人のガバナンス改革の実施に当たっては、その対象となる学校法

人は、都市部の大学等を設置する大規模なものから地方の幼稚園のみを設置する小規

模なものまで様々であることから、特に小規模な学校法人に対しては、寄附行為・内

規の変更や評議員の候補者探しなどの負担、地域間格差の拡大等に配慮し、設置する

学校種及び規模等を踏まえた運用面での負担の軽減措置を講じること。 

十一、本法は大学を設置する大臣所轄学校法人を中心に制度設計が行われているが、多

くの学校法人の所轄庁は都道府県知事であることから、都道府県に対して丁寧な説明

や調整が行われるよう努めること。 

十二、私立学校法の対象外である株式会社により設置される学校においても、最大の利

害関係者が学生等であることを踏まえ、設置主体の株式会社のガバナンス不全が学生

等に不利益を与えないよう、設置者に対する指導助言の充実に努めること。 

十三、学校法人の役員及び評議員の選任に当たっては、男女共同参画の観点から、女性

の登用について配慮を求める旨を、各学校法人に対し周知すること。 

  右決議する。 

  

 


